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１．１ はじめに
近年英語教育の中で「特別な目的のための英語教育」
（English for Specific Purposes: ESP）が注目されて
きている。ESPコースの目的は、普通、学習者が特
定の分野での英語によるコミュニケーションが可能に
なることである。その際、「特定の分野」は通常、専
門的な学問や職業と結びついて考えられる。従って、
ESPコースのカリキュラム作成や教材制作などには、
学習者の英語学習に関する環境や状況を掴み、具体的
にどのような場面で、何の目的のために英語を使える
ようになりたいかを把握し、目的を達成するためにど
のような知識、英語スキル及び表現を必要としている
かなどの詳細が明らかにされる必要がある。そのため
には、例えば、学習者自身または専門家の意見や既存
の教材を検討することとなり、ニーズ分析と呼ばれて
いる。通常専門性を含むESPコースの開発には、特
にニーズ分析が必須と言われている。
このニーズ分析を含む、ESP教育、及びその研究
は、主にビジネス、医療、看護、科学系の分野で盛ん
であるが、専門性の高い分野の一つであるファッショ
ン・デザインの分野における研究はあまり見られな
い。故に、本研究では、ESPファッション・デザイ
ンに注目し、ファッション・デザイン及び制作に関わ
る活動を英語で行う場合に日本人学習者が学習してお
くべき点を明らかにすることを目的とする。この目的
を達成するために、本稿では、まず、英語教育におけ
るESP教育の位置づけや、プログラム・教材開発に
おけるニーズ分析の重要性を概観する。次に、デザイ
ン・創作活動を海外で行ったことのある日本人４人を
情報提供者として選び、ファッション・デザイン・制
作活動における英語の言語ニーズ分析の結果と考察を
述べ、更に、今後の課題を提起する。
２．１ ESPとは
日本の大学英語教育においては長い間、「教養のた
めの英語」としての位置づけによって、専攻分野に関
わらず英語の基礎力を身につけることに重きを置いた
教育がなされてきた（寺内，２０００）。近年では、一般
教養としての英語に留まらず、学生の専攻に合わせ、
より専門的で実用的な要素の高い英語プログラムを提
供しようとする動向がある。こうした流れの中で「特
別な目的のための英語教育」が注目を浴びるように
なってきた。現在ではEnglish for Specific Purpose
（特定の目的のための英語）の略語としてESPが定
着している。
ESPプログラムに関しては、古くは１５世紀のオッ
クスフォード大学において「ビジネスのための英語と
フランス語」を教えるための教材が存在したと報告さ
れているが（Howatt，２００４）、英語教育の一分野とし
ての歴史は比較的浅いものである。Richards（２００１）
は、ESPは、英語を母国語としない学習者たちがア
メリカやイギリスの大学に進学するための準備への
ニーズから１９５０年代に始まったと述べている。また、
寺内（２００１）は、ESPは１９６０年代に文学を主流とし
て教授されてきた英語教育への反動として、実用的な
観点から、専らEnglish for Science and Technology
（EST）と呼ばれる理工系英語の分野から広まり始
めたと述べている。
ESP教育に関わるニーズ分析研究の分野では、
West（１９９４）がその歴史を纏めており、それによれ
ば、特別な目的のための英語教育のためのニーズ分析
の焦点は、１９７０年代に職業上の目的のための英語
（EOP）に関する対象状況分析（target situation analy-
sis）から始まり、その後、学術的な目的のための英
語（EAP）へと移行し、１９８０年代にはストラテジー
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分析、１９９０年代にはコンピューター・ベースの分析な
ども含んだESPのためのニーズ分析が行われるよう
になった。
日本では、ESPが「実用のための英語」として表
立って論じ始められたのは１９９１年の「大学設置基準の
大網化」以降であると指摘されている（寺内，２０００）。
これ以降、大学英語教育においては、大学、学部ごと
に特色のあるカリキュラム開発が進められるようにな
り、特定の目的に合わせて、対象者のニーズに合った
プログラムを提供するESPが脚光を浴び始めたと言
える。同時に、Dr. Orr を始めとするESPを専門と
する研究者の活動や組織だった活動が１９９０年代後半か
ら目立ち始めた（寺内，２０００）。日本の英語教育界に
おいて長年ESPが表向きに論じられてこなかったの
は、実用的で専門色を帯びるESPは会社や専門学校
で扱うものという認識があったからだと考えられてい
る（Morizumi，１９９４を寺内２０００より転載）。
これまでにESPの定義や分類が示されてきた
（Dudley-Evans & St. John，１９９８；Mackay & Mount-
ford，１９７８；Robinson，１９８０等）が、その定義方法は
明確に定まっていないことが指摘されており（Rich-
terich，１９８３；寺内，２０００）、日本においても、日本語
のESPの定義は明確に定まっていないのが現実であ
る。多くの場合、ESPが目指すものや、その内容が
曲解されていると指摘されている（寺内，２０００）。寺
内（２０００）はESPの定義方法の問題点として、分類
されている各領域が混じり合い、重複していたり、曖
昧な領域があったりすることを指摘している。例とし
ては、一般的な目的のための英語（EGP）との対立
概念としてESPを定義する場合にEGPの定義自体
が曖昧であったり、ESPを学術的な目的のための英
（EAP）と職業上の目的のための英語（EOP）に分
類し、その中で更にEnglish for Professional Pur-
pose（EPP：医学分野の研究者が英語の文献を読ん
だり英語で学会発表をする等）とEnglish for Voca-
tional Purpose（EVP：外交官などが赴任先ですぐに
実際の生活の中で英語を使用しなければならない場
合）を分類していった場合に、学術や職業分野の中で
のビジネス英語などのある一定の分野はどちらに入る
かを明確に指摘できない等が挙げられている。また、
海外と日本における一般的な解釈のされ方が異なるこ
とも混乱の要因だと述べている。
本稿では、ESP解説書の中で、日本語で独自の定
義が示されている下記の定義を採用する。
それぞれの学問領域や職域には固有のニーズが存
在し、そのニーズによって同質性が認知され、異
質性も生じてくる。そして、同質性が認知された
各専門領域内では『ディスコース・コミュニ
ティー』集団が形成され、その目的を達成しよう
とする。その場合、各集団の内外において明確か
つ具体的目標を持って英語が使用される。その際
の言語研究及び言語教育。（寺内，２０００，p．１８）
ここでいうディスコース・コミュニティー
（Swales，１９９０）とは、同じ目的を達成しようとす
る、ある一定の社会的規則、社会習慣（social conven-
tions）を共有する人々の集まりである。田地野（２００４）
は、学術専門領域やビジネス、法律などの職業領域の
専門家集団を考えた場合、このディスコース・コミュ
ニティーのメンバーは内部から外部の人々に向けての
一方向的なコミュニケーション（薬剤師が患者に薬に
ついての説明を行う等）と、内部での構成員同士での
双方向のコミュニケーションを行う（学会発表などの
専門家同士の情報交換等）場合を挙げている。服飾分
野で例えるならば、専門知識を持ったデザイナーがそ
のデザインやコンセプトを服飾の専門知識のない、ま
たは少ない仕事先の担当者に説明する場合のコミュニ
ケーションと作品制作のために専門知識を共有したデ
ザイナーとパターナーが行う内部におけるコミュニ
ケーションがある。
２．２ ESPファッションの位置づけ
ESPの分野ではビジネス、医療、看護、科学系を
対象とする研究は多くなされており、ニーズ分析や研
究に基づいたプログラムも提供されてきているが、服
飾系ESPに関するニーズ調査・分析はあまり見られ
ない（Chaikul，２００４；Jones & Nyui，２００７等）。日本
の大学英語教育の中で１０年に亘りESPに焦点を当て
研究を続けてきた大学英語教師学会（JACET）の ESP
研究会の出版物の中にも服飾系ESPの研究は見られ
なかった。
しかしながら、現在、日本には、芸術系学部を有す
る大学が６７校、家政、被服、服飾系学部を有する大学
が２１校存在し（梧桐書院，２００８）、専門学校ではファッ
ション・デザイン関連のプログラムを提供しているも
のが５６校存在する（専門・各種学校研究会，２００８）。
商業的に見ても、アパレル・スポーツ用品分野は、業
界規模の売り上げが年間１０兆円を超える（矢野経済研
究所調べを日本経済新聞社，２００７，p．１０４より転載）、
国際取引を含む一分野である。
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３．１ ESPカリキュラム・教材開発のためのニー
ズ調査・分析
学習ニーズに一致した効果的なカリキュラム・教材
を開発するためにはニーズ分析が必要であると言われ
ている（Brown，１９９５； Richards，２００１等）。今日で
は、様々なカリキュラム開発のフレームワークが提供
されているが（Graves，１９９６；Nunan，１９８８； Rich-
ards，１９９０等）、その第一段階としてニーズ調査を行
うこと、更に、コースの発展のためにコース中やコー
ス終了後にもニーズ調査を行うことは多くの教育者／
研究者たちによって奨励されている（Graves，１９９６；
Richards，２００１等）。また、Richards（２００１）の説明
によると、米国では１９６０年代から、特定の職業や状況
の中で実際に使用または遭遇する英語の学習をする必
要性が提唱され始め、伝統的な語学プログラムの仕組
みに疑問が呈され始めた。英語教育において、より効
果的な教育のアプローチやカリキュラムを開発するた
めには、上記のようなプログラムの構造自体を改革す
る必要性に加えて、学習者が、英語使用環境の中でど
のようなニーズを抱えているかを探る事が必要であ
り、そのためには、ニーズ調査が必須となるのであ
る。
ニーズ分析の意義は、Richards（１９９０）の提唱する
にニーズ分析の目的の中に見ることができる。それは
以下の３点にまとめることができる。（１）カリキュ
ラム制作段階において、様々な人々の意見（学習者、
教師、管理者、雇用者など）を検討することによって、
より幅広い情報を言語プログラムの内容・デザイン・
実施に導入する仕組みを提供すること。（２）言語プ
ログラムの目標・目的・内容を構築する上で重要とさ
れる、一般的なニーズと特定のニーズを明らかにする
こと。（３）既存のプログラムの再検討および評価の
基礎として役立つデータを提供すること。
ニーズの種類とその定義１についてはBrindley
（１９８９）、Berwick（１９８９）、Hutchinson and Waters
（１９８９）などが様々な提案をしている。各ニーズは、
いくつかの要素、解釈を含み、それぞれを明確に区別
して定義できるものではない。ニーズ（needs）とい
う言葉は「包括的な用語」（“umbrella term”），
（Hutchinson & Waters，１９８９，p．５５）となっている。
３．２ ニーズ調査の対象者
ニーズ分析は信頼性のある有効な結果を得るために
複数の情報源から情報を集めることが奨励されている
（Hutchinson & Waters，１９８７； Long，２００５等）。ニー
ズ分析の際の情報源の選定は、ニーズ分析にかけられ
る時間、費用、実行可能であるかどうかが問題とな
る。通常、実行が可能、つまり情報入手が可能か、情
報提供を依頼することが可能な対象の中から、時間と
費用の制限を考慮し、選定が行われることになる。
上記に述べたとおり、有効なニーズ分析のためには
調査対象者は多方面に亘るほうがよいと奨励されてい
るが、対象学習者をニーズ分析の対象とすることに対
しては議論の余地がある。対象学習者からの意見が不
可欠だという意見（Edwards，２０００等）がある一方で、
学習者の意見を取り入れるには注意深く取り組むべき
だとする意見（Long，２００５等）がある。これは学習
者の言語学習やその分野での経験の量によって、得ら
れる情報の質に違いがあるからである。Cowling
（２００７）は日本人向けビジネス英語プログラムを開発
する際のニーズ分析に際し、対象学習者が、実際には
英語を使う機会が少なく、実際の経験の無い学習者た
ちは、ニーズをはっきり持っているわけではなく、将
来どんなことが必要となり得るかということに関して
も意識が低いと報告し、適切な情報を得るための秘訣
はすでに当該分野での英語使用経験のある人々からの
情報を得ることだと述べている。学習者がニーズを明
確に掴んでいないという傾向は、日常生活で英語を使
う機会が殆どないEFL（English for foreign language）
の環境では、特に強いと思われる。英語に触れる機会
の少ない学習者からは、具体的で明確なニーズを探る
には、十分な情報が得られないことも少なくない。し
かしながら、学習者を情報提供者として選ぶ場合、彼
らから得られる有効な情報としては、学習者の現状把
握のための英語使用状況や言語学習環境、言語学習目
標、コースに期待している事などが挙げられ、ニーズ
分析の要素として重要である（e.g., Dubley-Evans &
John，１９９８； Richards，２００１）。
４．方 法
４．１ 研究目標と目的
服飾大学において、ファッション・デザインを専攻
する学生のために、ファッション分野における英語学
習のニーズを把握し、在学中、及び卒業後の英語使用
ニーズを反映した英語コース、特にファッション
ESPコースのカリキュラム及び教材開発を目標とし
ている。
本研究の目的は、ファッション・デザイン及び制作
に関わる活動を英語で行う場合に日本人学習者が学習
しておくべき点を明らかにすることである。
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４．２ 被調査者の選定
前述したように、より適切で有用な調査結果を導き
出すためには、専門家、教師、学習者など複数の分野
からの情報を集めるべきである。本研究では、時間的
制約、及び調査参加者の確保の問題から、現在及び／
または将来、デザイナーとして活動する学習者たちに
英語学習に関して、どんな準備が必要であるかを掴む
ために調査を行うこととした。対象はWest（１９９４）
がニーズ分析対象者例としての挙げている、（１）元
学生，（２）当該状況下ですでに働いている者（３）
専門家／ネイティブ・スピーカーのうち、（１）と（２）
に相当する情報提供者として、本研究では、大学また
は専門学校を卒業して２年以内のファッション・デザ
イン制作活動海外経験者を選んだ。
４．３ 調査
４．３．１ 調査対象者
英語を使って海外でファッション・デザイン・制作
の分野に関わったことのある２０代の日本人４人。現在
もデザイナー・ファッションの分野で活動をしている
人々（詳細は付録１を参照願いたい）。
４．３．２ 調査方法
調査方法は、４人の対象者に、質問用紙に回答して
もらい、その回答を元に詳細の質問をする（Lincoln
& Guba，１９８５； Long，２００５）こととした。４人の対
象者は調査者を含め輪になる形で、カフェのテーブル
を囲み、自己紹介を含めて２時間のグループでのイン
タビューを行った。この方法を採る過程では、準備調
査として、ファッション関連の英語使用を想定した具
体的な質問を載せた質問紙法による調査を行ったが、
質問紙のみによる情報収集よりも、その場で質疑応答
しながら詳細に的確な情報を収集することのできるイ
ンタビュー方式を取る方が効果的だと判断し、半構造
化面接法を選択した。準備段階では８人の候補者を集
めたが、結果的に本調査期間中にアクセスができ、イ
ンタビューできたのは４人だった。
質問は、「デザイナーを目指す日本人向けのファッ
ション・英語コースがあったら、コースではどんなこ
とを学ぶべきだと思いますか。５つ以上挙げてくださ
い。」とし、使用場面は、特にアトリエでの作品創作・
制作に焦点を絞った。回答済の質問紙を提示し、対象
者の自発的な発話から具体的な回答を促した。また、
自分の体験として語ることに違和感、抵抗が見られる
場合には、例えば「自分の周りの日本人がどのような
訓練が必要だと思われましたか」というような、第三
者を描写させる手法を取った（Whalley，２００５）。面
接式に行った会話は許可を得て録音し、筆記による記
録も行った。インタビューは質問紙回答と筆記記録と
を合わせてカリキュラム・教材作成に関わると思われ
る発言の抽出を行い、各発言をポスト・イットに書き
写し、類似事項をカテゴリー化して分析した。これ
は、KJ法（川喜田，１９９６）を参考にして行った。
４．３．３ 結果
質問紙への回答者の記述とインタビューでは、抽象
的な「自己を表現する能力」という大枠の回答から始
まり、具体的な回答を徐々に引き出すことがでた。そ
の趣旨に従って分類すると以下のようになった。かぎ
括弧は回答用紙からの抜粋またはインタビューでの回
答者の発話の直接引用を表し、括弧内は回答者の ID
番号を示す。
質問：デザイナーを目指す日本人向けのファッショ
ン・英語コースがあったら、コースではどんなことを
学ぶべきだと思いますか？
〈自己を表現する能力〉
「自分の伝えたい事を表現する練習が大切」（A）
「自分の意見を言えるように」（B）
「自分の意志を伝えること」（B）
「他国に住んで一番感じたのが話せるのが当たり前
で、自分の意志やデザインのコンセプトを話せなけれ
ばやっていけない」（B）
「自分が言いたいことを表現できる能力」（C）
「自分の伝えたい事をしっかり表現する」（D）
〈作品制作の進行状況の説明〉
「今自分が何をやっていてこれから何をしようとして
いるかを話せるように」（A）
「学校（アトリエ）では毎日がプレゼンテーション。
先生に毎日マン・ツー・マンで今何をしていて、何が
問題で、これから何をするかを説明し、ダメなところ
のフィードバックをもらい、必要な質問をする。」
（A）
「今、作っているものが何で、何が難しくて、これか
ら何をしようとしているか、を話せる」（B）
「自分のプレゼン 自分のやっていることを紹介す
る」（B）
「（作品制作で）今何に興味があるか」（C）
「服の制作の進行状況を話すのが日常生活」（D）
〈コミュニケーション内容を明確にするストラテジー〉
「相手のことを理解している、ということを相手に伝
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えることが大切」（A）
「日本人は分からなくても、すぐ流してしまう」（A）
「自分の周りの日本人はみんなそうだった（分からな
いことをそのままにする）」（A）
「物事を曖昧にしない」（B）
「相手の言っていることを明確に掴むために質問する
ことは大切」（C）
「相手がいっていることをちゃんとわかるように質問
すること」（D）
〈自文化・異文化理解〉
「分からないことを分からない時は、分からないと意
思表示するものだという文化があることを教えないと
ダメ」（A）
「自分から提案することが必要だという文化の違いを
教える必要がある」（A）
「日本人の文化は『いけない』『できない』と言わな
いから日本の外の世界では通用しない」（B）
「みんな自分の言葉に対して、っていうか文化か…プ
ライドを持っている。
だから相手の文化にも敬意を払う」（B）
「（ヨーロッパの）世界では白人という考え方の物差
しはあっても、日本人とか東洋人という物差しは世界
にはあまりなくて、だから現場で日本人っていうか、
日本人の価値観を出していくのは難しいって感じまし
た…自分たちのよさや文化を表現しようとしたら、な
まはんかでは通用しない」（D）
〈ファッション・デザイン特有の作品制作に関する言
語内容〉
「専門用語：生地、パターン用語、ニット用語、縫製
知識」（A）
「服のイメージ、デザインの説明」（B）
「縫製知識」（B）
「素材やデザインの描写」（C）
「作りたいデザインの説明」（C）
「コンセプトと描写、なぜそのデザインにしたか説
明」（C）
「その服を通して何をしたいかを説明する」（C）
「素材やデザインの描写」（D）
〈経験学習〉
「ケース・スタディーで実際にやらせてしまうのがい
い」（A）
「モチベーションを書いたり、実際にアプライさせ
る」（A）
「自分がぶつからないと、自分が何ができないかとい
うことに気付かない」（A）
「デザイナーとしてのスタンスを言えることは大切」
（A）
「英語をやる、っていうより、英語を使って目標にむ
かって行動する。コンテストとかアシスタント・ポジ
ションとか」（B）
「国際コンペに実際に出していって、経験を積む。何
が足りないかを知る」（B）
「デザイナーとしての哲学が言える」（B）
〈基礎英語力の確立〉
「中学３年までの基礎を固めるべきだと思った。それ
だけあれば十分通用すると思う」（A）
「少ない単語と文型でいかに伝えるか、が大事」（A）
「とにかく基礎だ、って言われました」（B）
「基礎の上にファッション専門用語をバンバン教えて
いったらいいと思う」（C）
「基礎必要なのは賛成」（D）
４．４ 考察
前述のように、結果では、回答の内容を分析した結
果、７つのグループに分類することができた。１つ目
の「自己を表現する能力」に分類された項目は大枠で、
抽象的なものであるが、残りの６つの具体的なニーズ
が網羅されることによって必然的に「自己を表現する
能力」というニーズを満たすことができると考えられ
る。更に、教育実践の視点から、具体的に取り組むこ
とのできるニーズを教育内容と教育手法に分類し、次
のように分類した。（１）教育内容（a）「作品制作の
進行状況の説明」、（b）「ファッション・デザインに
特有の制作に関する言語内容」、（c）「コミュニケー
ション内容を明確にするストラテジー」（d）「自文
化・異文化理解」、（e）「基礎英語力の確立」２）教育
手法：「経験学習」。これらの項目のうち（１）教育
内容（a）「作品制作の進行状況の説明」、（b）「ファッ
ション・デザインに特有の制作に関する言語内容」は
特にファッションESPのニーズを満たすものであ
り、残りの（１）教育内容（c）「コミュニケーション
内容を明確にするストラテジー」、（d）「自文化・異
文化理解」、（e）「基礎英語力の確立」（２）教育手法：
「経験学習」はファッションESPに特有のニーズと
いうわけではないだろう。しかしながら、ファッショ
ン・デザイン及び制作活動をする中で、「自分の表現
したい事を表現する」ために何が必要かを探究した時
に浮き彫りにされた要素として重要であると考え、本
研究に含んで考察を行うこととする。
教育内容に関して５項目を分類した。これらの関連
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を考えると、「作品制作の進行状況の説明」をするた
めには「ファッション・デザインに特有の制作に関す
る言語内容」が伴い、作品制作に関するコミュニケー
ションを円滑に行うための項目として、「コミュニ
ケーション内容を明確にするストラテジー」、「自文
化・異文化理解」、「基礎英語力の確立」が付随すると
考えられる。
回答者４人全員が同様に英語学習に関して必要だと
感じると回答したのは、「自己を表現する能力」だっ
た。「自分の伝えたいこと」は、個人によって様々で
あり、それぞれが所属するディスコース・コミュニ
ティー（定義については II を参照願いたい。）によっ
て特徴がある。インタビューによって、デザイン・制
作活動を行うディスコース・コミュニティーにおける
「伝えたいこと」とは、主に「作品制作の進行状況の
説明」と、それに伴う「ファッション・デザインに特
有の制作に関する言語内容」であることが明らかに
なった。
〈作品制作の進行状況の説明〉
具体的に作品のデザイン・制作活動を通して、何を
表現したいと感じ、何を表現することが必要であった
かを探った結果、作品制作に関わる人 （々教師、上司、
同僚など）との間で、作品のデザインから制作におけ
る進行状況説明についての会話が必要だという回答を
得た。その内容を纏めると、（１）これまでにやって
きたことの報告（過去）、（２）今やっていること（現
在）、特に（a）現在抱えている問題、（b）その対策案、
（c）現在持っている興味・関心、及び（３）これか
らやる事の説明（未来）であることが推測される。更
に、通常、（２）の現在状況を土台として、（３）の未
来の計画が説明される流れがあると考えられる。
回答者たちは海外でのデザイン・制作活動におい
て、その進行状況を説明するために、過去、現在、未
来を区別した描写ができることが必要だ、と感じた、
ということが考察された。デザイナー及び作品制作者
にとっては、作品制作とそれに関わるコミュニケー
ションが主な活動になるであろう。彼らにとっては、
時制を明確に表した作業進行状況の説明ができること
は効果的なコミュニケーションに必要不可欠な能力な
のではないだろうか。
〈ファッション・デザイン特有の制作に関係する言語
内容〉
作品制作活動において必要な言語内容は、ファショ
ン・デザイナー及び制作者の属するディスコース・コ
ミュニティーにおける固有のものであり、多くの専門
用語を含む。海外でデザイン・制作活動経験を持つ今
回の回答者たちの回答から、下記の言語内容が服飾デ
ザイン・制作活動における最低限必要な専門用語の分
野であると考えられる。
＊作品のモチベーション：なぜそのデザインにした
のか？
＊作品コンセプト／メッセージ：作品を通して何を
表したいか？
＊作品の特徴：（１）生地の情報（素材・色・柄など）
（２）パターン情報
＊作品の縫製に関する情報
ファッション業界一般においても色、デザイン、ス
タイル、生地を描写できることが必要だとの意見が報
告されている（Jones & Nyui，２００７）。デザインの創
作から制作までに焦点を当てた場合には、スタート時
点におけるデザイン制作の背景（モチベーション）と
コンセプトや伝えたいメッセージの説明が必要であ
り、更に、作品の特徴や作品を作り上げるための縫製
に関する情報を伝達することが必要である。
上記に述べたファッション・デザインに関する作品
制作進行状況を円滑にコミュニケーションするために
必要な事柄として分類されるのが、「コミュニケー
ション内容を明確にするストラテジー」、「自文化・異
文化理解」「基英語礎力」である。
〈コミュニケーション内容を明確にするストラテジー〉
今回の調査で、回答者の発話が最も多かった分野の
一つは、コミュニケーションの中での意味交渉ストラ
テジ （ーnegotiation of meaning）に関連するものであっ
た。意味交渉に関してはEllis（２００３）が、相手の言っ
ていることを円滑に理解できなかった時に使うストラ
テジーとして以下の４種類にまとめている。（１）
comprehension checks：話者の発話内容が聞き手に理
解されたかどうかを確認するための表現、（２）clari-
fication requests：発話内容を明確にするように引き
出す表現、（３）confirmation checks：発話内容が理
解され、正確に聞かれたということを示すことを目的
とする表現で、話者の発話にすぐに続いて表現される
もの、（４）recast：（主語、動詞、目的語など）文
章の内容の一部分を変えるが、発話の中心的な意味に
ついて言及しつつ、言い換えること。
作品のデザイン・制作活動において、デザイナー・
制作者は、前述のように、共同作業の相手、または教
師や上司など監督者との会話を持つことになり、未来
の効果的な行動計画を立てるためには、作品制作の進
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行状況の説明、問題点の報告、対策案の提案が明確に
相手に伝えられる必要があるだろう。その際、必要に
なるのが意味交渉ストラテジーである。回答者によれ
ば、会話において、相手の言っていることに関する理
解を表明するストラテジー、特に意味を理解しなかっ
た時のコミュニケーション・ストラテジーが回答者自
身、または周囲の日本人英語学習者たちに欠けていた
という認識があるようである。（例えば、相手の言っ
ていることを明確に掴んでいない時、“Do you
mean…？”と確認する。または、自分の知っている
言葉に置き換えて、“You have a hectic schedule. You
mean you are busy, right？”のように言い換えを行う
等。）英語でのコミュニケーションにおいて、学習者
が、解らないことを解らないままにしてしまう傾向が
回答から伺えた。これは、学習者の英語力の欠如によ
るものである可能性がある。加えて、文化の違いに
よってコミュニケーション・スタイルの違いがあるこ
とも多くの研究によって指摘されており、以下に述べ
る異文化理解の観点からの英語教育が必要、かつ有効
だと思われる。異文化理解のアプローチからコミュニ
ケーションの取り方、及びコミュニケーションに支障
が起きた時のコミュニケーション・ストラテジーの習
得の重要性に着目すべきであると考える。
〈自文化・異文化理解〉
上記の、不明確な点を明確にするストラテジーが必
要であるとの回答者からのコメントに付随して、自文
化・異文化理解の必要性が喚起された。また、回答者
たちは海外での活動の中で、日本国内にいた時には体
験したことのない文化によるコミュニケーション・ス
タイルの違いに気づき、自文化・異文化に対する意識
を高めたことが覗えた。
日常生活の殆どを母語の日本語のみで行い、他文化
や他言語話者との接点が少ない日本人にとっては、自
文化について客観的に考えたり、自文化における特異
性を実感したりするような機会を体験することが少な
いと一般的に言われている。異文化コミュニケーショ
ンにおいて期待されていることに関しても、教育され
ない限りは知識を習得し、体験することは難しい。上
記に関する提案ではあるが、国際語としての英語によ
る効果的なコミュニケーションのためには、異文化と
いう前提を理解する必要があると考えられる。このよ
うな意識や態度を育む教育手法として異文化教育（渡
辺，２００５）がある。また、この異文化教育を英語教育
に統合した研究もあり、その教育効果も明らかにされ
ている（石井，２００８）。
そして、自文化を理解し、他との違いに関して意識
を高めて、表現できるようにしていくことは、様々な
文化を持った人々が集まる国際社会の中でのコミュニ
ケーションにおいて、自分の表現したいことを説明、
描写する際に必要あるいは役立つと考えられる。
〈基礎英語の確立〉
回答者の英語学習経験、レベルには違いがあったも
のの、４人全員の一致した意見として、基礎力の強化
が挙げられた。日本において私立大学の理系大学院を
卒業後に海外ファッション・アカデミーへの留学を経
験した回答者Aは、国内において英語基礎能力は確
立した上で留学を経験したと認識している。Aは、
「中学３年までの英語力で十分」ということを強調し、
留学先で出会ったファション・デザインの分野で活動
する多くの日本人の基礎力のなさに驚いたという。
「周りがアカデミックなものの言い方をしている中
で、日本人だけ子供みたいな喋り方しかしていなく
て、『日本人がだめだ』という認識が作り上げられて
いくのが悔しかった」と留学中の個人的な体験を話す
一方で「この分野では、難しい言い方は必要ないかも
しれません。とにかく基礎さえあれば…少ない英語で
も言いまわせれば」と述べており、「アカデミックな
ものの言い方」とは決して、複雑で難解な英語表現を
指すのではなく、基礎単語と基礎文法構造を元にした
「通じる」英語表現であると予想できる。加えて、「僕
も忘れてしまうものもあるし、基礎を復習することが
大切」と基礎力の補強を強調した。これに対して、回
答者B、Cは自分たちの英語基礎力の不足を認めてお
り、「まず、単語が分からなかった」（B）、「文法を
やってないから、組み立て方がわからなかった」
（B）、「ほとんどボディーランゲージだった」（C）、
「基礎から全部分からなかった」（C）と述べた。回
答者B、Cのように４年生大学を卒業した学習者でも
高校までの６年間と大学における英語教育によって基
礎が十分に確立されているとは限らず、英語の基礎力
を築くことが必要だと感じているようである。昨今、
一般的に英語力の低下が懸念されており、高等教育に
おいても英語基礎力を補強することは重要な課題だと
思われる。
最後に、英語教育手法の視点から、経験を通して学
ぶ学習方法について述べる。
〈経験学習〉
回答者A、Bは、英語学習において、具体的な経験
を通して言語活動をすることにより、その過程で壁に
ぶつかり、現実を知り、そこから学ぶということの大
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切さを示唆した。回答者たちは、英語使用環境の中で
実際に作業やプロジェクトを行い、デザインや制作に
関して、また、活動に関わる英語でのコミュニケー
ションに関して、具体的な壁に直面し、独学で乗り越
え、または、乗り越えられないまま困難を抱えていた
ことが伺えた。それらの各自の経験から、未来に体験
するであろう作業やプロジェクトをシミュレーション
しておくことが大きな助けになると考えているよう
だった。具体的にはファッション・コンペティション
への出展、その応募要項の中に含まれている要件を満
たすための学習（作品のモティベーション・コンセプ
トを書く、デザイナーとしての自分のスタンスを書く
等）、アシスタント・ポジション申し込みの準備、が
挙がった。
経験学習については、Kolb（１９８４）が、「学習とは
経験の変革によって知識が形成される過程である」と
定義しており、経験学習のアプローチによる学習効果
（e.g., Hakeem，２００１；Specht & Sandlin，１９９１）も
実証されている。実際にタスクやプロジェクトへの取
り組みから経験して学ぶ教育手法はタスク・ベース
ト・アプローチ（e.g., Ellis，２００３）、及びプロジェクト・
ベースト・アプローチ（e.g., Backett & Slater，２００５；
Fried-Booth，１９８２）と呼ばれている。プロジェクト・
ベースのアプローチによる教育で期待される教育的効
果の一つは、学習者の意欲と学習参加の向上である。
特に、英語学習意欲の低い学習者のモチベーションの
増加と授業への積極的参加の傾向が強まることが報告
されている（Bartscher & Nutter，１９９５）。
４．５ 結論と今後の課題
本稿では、ESP研究としてファッション・デザイ
ン分野を検討した。そして、このファッション・デザ
イン分野のカリキュラム及び教材開発過程の礎といえ
る、ニーズ調査の必要性を論じた。ニーズ分析におい
ては、より多くの情報源と情報収集方法を多角的に使
用して分析の信頼性を高めるべきである（e.g.,
Long，２００５）。しかしながら、本研究では、時間的制
約から、これらの情報源の一側面として、「デザイ
ン・制作活動に関わる言語活動経験者のアトリエにお
ける英語コミュニケーション・ニーズ」のみに焦点を
当てることにした。
デザイナー及び制作者の英語コミュニケーション・
ニーズを明らかにするために、海外でのファッショ
ン・デザイン及び制作活動に関わったことのある２０代
の日本人を調査対象とし、「デザイナーを目指す日本
人大学生のための英語コース」に関してどのようなこ
とを学ぶべきであると考えるか、に関してインタ
ビュー調査を行った。その結果、次のようなニーズが
明らかになった。それは、（１）ファッション・デザ
イン分野における作品制作の進行状況の説明ができる
能力、（２）作品制作の進行状況説明に伴い必要とな
る、作品制作に関する専門用語と表現、（３）作品制
作過程において、コミュニケーションを円滑にするの
に有効な、コミュニケーション内容を明確にするため
のストラテジーや（４）自文化・異文化理解、及び（５）
基礎英語力の確立である。また、ファッション・デザ
インの分野での英語力を向上させるためには、（６）
具体的なタスクやプロジェクトに基づいて経験しなが
ら学んでいく方法が効果的であるという経験者たちの
認識が確認された。上記の項目のうち、特に（１）
ファッション・デザイン分野における作品制作の進行
状況の説明ができる能力、（２）作品制作の進行状況
説明に伴い必要となる、デザイン創作及び作品制作に
関する専門用語と表現と（６）具体的なタスクやプロ
ジェクトに基づいて経験しながら学んでいく方法は
ファッションESPカリキュラム及び教材開発におい
て、より、学習者のニーズに沿った効果的なプログラ
ムを提供するために取り入れられるべき内容、及びア
プローチであると考えられる。本稿では４人の回答者
から得られたニーズをまとめたが、これを一般化して
論じるものではない。
また、今後の課題としては、（１）ファッション・
デザイン系ESP全般と（２）本校における取組みに
分けて述べることとする。
まず、ファッション・デザイン系ESP全般に関し
て考えた場合、本研究を反映させた教材開発、及び授
業展開を行い、その教育効果を明らかにすることが挙
げられる。本研究の回答者たちが必要だと感じた英語
及び異文化学習事項をカリキュラムに取り入れること
は、ファッション・デザインを内容とする枠組みの中
で基礎力の補充を同時に行いながら指導することが可
能であると考える。このことは先に述べたRichards
（２００１）の一般的英語教育からESP教育への移行に
おける説明と共通の解釈があるといえ、更に、プロ
ジェクト・ベースの手法を取り入れることで、前述の
ようにモチベーションの低い学習者の授業参加への積
極性を引き出すことに効果があると思われる。具体的
な実践例としては、ファッション・デザインESP
コースの中で、デザインや作品を実際にコンテストに
出展する。または、コンテスト出展のシミュレーショ
ンを行ったり、小ファッション・ショー行ったりする
ような、具体的なプロジェクトを基礎としたプロジェ
クト・ベースのアプローチをとる。そして、プロジェ
クトを通して、ファッションに関わるタスクを課しな
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がら基礎力を積み上げていくことも可能だと考える。
また、今後の研究課題としては、ファッション・デザ
イン分野の既存の英語教材の研究や、今回は網羅でき
なかった、専門家や教師、学生のニーズに関する研究
を進めていくことが挙げられるだろう。
次に、本校における英語教育の挑戦について述べた
い。これまで英語研究室では、歴代の教師により、
様々な取り組みがなされてきた。近年では、学生の基
礎力を育成することに重点を置き、学生の興味の対象
である服飾系の話題、及び異文化に関する話題を取り
入れたコースが提供されている。２００８年度のカリキュ
ラム再編では、これまで通り、１、２年次に語彙・文
法事項の基礎力の構築をしつつ、ファッション・デザ
イナー、ココ・シャネルの人生についての英文講読を
行い、学生の学習内容に対する興味を引き出す工夫が
されている。２年次においては、英語を２コース選択
式とし、ファッション英語と実用英語（ビジネス、日
常英語、ファッション関連を中心とするコース）が開
設された。学生たちが自分たちのニーズに合わせて選
択することが可能になっており、学生たちのより積極
的な授業参加が期待されている。ファッション英語で
は、ファッション・デザインを中心とした内容で、国
際ファッション・デザインコンテストに応募するシ
ミュレーションを行うプロジェクト・ベースの教育手
法の試みもある。更に３、４年次では言語と服飾文化
（専門の講師と英語講師のチーム・ティーチング）を
継続して開設し、新設のワールド・カルチャー・コー
スでは、世界の時事問題と併せて、異文化に対する意
識を高めることを意図されている。これらの近年の取
り組みは、今回の研究の回答者たちによって表現され
たニーズの多くの部分を網羅しているものであると考
えられる。今後は、上記のような、これまでの取り組
みとニーズ分析・研究における発見を合わせて検討
し、より効果的で学習者のニーズに対応したカリキュ
ラム・教材研究・開発及び拡充を続けていくべきであ
ると考える。
註
１ ニーズの種類・種々のニーズ分析方法に関しては
West（１９９４）が包括的レビュー研究をしている
ので詳細はそちらを参照願いたい。
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